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要 約
　本研究は大学生のメンタルヘルスリテラシー（以下，MHL）が援助要請行動にどのよ
うに影響を与えているか検証することを目的とする。調査方法は大学生163名にビニエッ
ト（想定事例）を提示し，MHL，事例への対処法，事例の当事者であった場合を想定し
た対処法，友人であった場合を想定した対処法，自己肯定感尺度，専門家への援助要請態
度尺度からなる質問紙を実施した。ビニエットを用いることにより，具体的な場面をイメー
ジし，当事者性をもって回答しやすくなり，大学生が考える現実味ある対処法について知
ることをめざした。分析の結果，MHLのうち状態の深刻さと精神的な病気の可能性を認
知でき，援助要請行動の肯定的結果が想定されることが専門家への援助要請行動の促進に
関与することが明らかになった。自分が当事者だと想定する場合は，専門家よりも身近な
家族や友人への援助要請を選択することが示された。
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Ⅰ．問題と目的
１．大学における学生相談活動の現状
　日本学生相談学会の最新の全国調査（鈴木他,2018）によると，大学等高等教育機関におけ
る学生相談室の設置率は92.3％であり，ほとんどの大学で学生相談室が設置されている。また，
1997年度調査（日本学生相談学会, 1998）では3.6％，2003年の調査（大島,2004）では4.8％であっ
た来談率は2018年度調査では，5.4％であり，最近では，より多くの学生が学生相談室を利用し
ていることがわかる。この背景として考えられるのは，大学進学率は57.9％と増加傾向にあり（文
部科学省,2018），多様な学生の入学に伴って，学生相談室が関わるケースが増加したこと，学生
支援が教育の一環として位置づけられ，学生相談室の啓発活動が広がったことなどが挙げられる。
また，近年では，学生相談室は悩みがある一部の学生の対象とするのみではなく，学生全体の心
理的健康度を向上させる機能として，全学生に開かれた学生相談サービスを展開している。「待つ」
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相談室から「出る」相談室に様変わりしている。よって，学生相談室の活動内容も個別面接にと
どまらず，居場所活動，グループ，正課内外の心理教育，ピアサポート，障害学生対応など，多
岐にわたり，自発的に来談する学生以外の様々な層の学生との接点を増やす工夫がされている。
２．大学生の援助要請行動とサービスギャップ 
　全学生を対象とした活動の一つとして，国立大学の80.7％は大学生精神健康調査（UPI）を実
施している（早川,2008）。この他にも多くの大学では，各種スクリーニングテストや大学生活困
りごと調査（高橋他,2017）などの調査を実施し，大学生活につまずきを抱えそうな学生を早期
に把握し，不適応によるドロップアウトを防ぐために呼出し面接をするなどの早期介入を行って
いる。しかし，たとえ介入が必要な学生を把握できたとしても，呼び出し面接に応じないなど，
87.5％の大学において来談につながらず，学生への支援がうまく届いていない実態が見受けられ
る（水田,2011）。また，大学生の自殺既遂者のうち，学内保健管理部門を利用したのは19.0％の
みという調査報告されている（内田,2010）。今や，学生相談体制は充実されつつあるにも関わら
ず，「悩みを抱ええながらも学生相談機関に来ない学生への対応」は大学がかかえる一番大きな
課題となっている。（独立行政法人日本学生支援機構,2018）
　このように，援助が必要な状態にあるにもかかわらず，援助サービスを利用しないことをサー
ビスギャップ（Srefl&Prosperi,1985）と呼び，これを解消するために各大学では様々なアプロー
チが工夫されてきた。その１つとして，援助要請行動からの視点が挙げられる。学生が必要な時
に適切に援助要請行動を促進するのに寄与するものとして，学生相談室側の要因と学生側の援助
要請の要因から研究がされてきた。学生相談室の要因については，来談につなぐために学生相談
機関が発信する効果的な情報提供の在り方（高野他,2006，中岡他,2012）についての研究，学生
側の要因としては，援助要請のプロセスの解明（高野他,2007）や自尊感情など心理的変数の関
係を明らかにした研究（木村,2018，脇本,2008，斉藤・齋藤,2019）などがある。介入研究としては，
学生相談カウンセラーが担当する講義やガイダンスの内容と効果（高野他, 2014，吉良他,2004，
斉藤他,2016，齋藤,2017），大学生への抑うつ防止プログラム（川人他,2010），援助要請行動の
プロセスに焦点を当てた冊子を用いた心理教育プログラム（木村,2018）などが挙げられる。そ
れぞれに効果が報告されている。
３．援助要請行動へのスティグマの影響とメンタルヘルスリテラシー
　筆者らが作成した援助要請行動促進を目的とした，短時間単回型（１回約20分）でのメンタ
ルヘルス講習を受けた学生の66％に援助要請行動の促進効果が見られた。しかし，3％の学生は
必要時でも「相談機関を利用しようと思わない」と回答した（斉藤他, 2016）。これらの学生に
は，心身健康なので自分は大丈夫・関係ないと当事者性がもちにくい者，援助要請行動が促進さ
れた学生に比べ，他者の意向を気にし，特殊な人と思われそうで相談行動を見られるのが恥と
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思いがちな者が一定数見られた（斉藤他,2016，斉藤・齋藤,2019）。相談や受診行動の恥ずかし
さはスティグマ（汚名）との関連が指摘されている（蓮井他,1999）。スティグマとは，ラベリン
グ，固定概念，分離，地位の喪失および差別の要素が，権力状況の中で一緒に起きている状態
（Link&Phelan,2001）と定義づけられている。自分とは関係ないこととして，分離した認知をす
ることも，相談＝特殊な人が利用するとラベリングすることも援助要請行動を阻むスティグマと
みなされる。これらのスティグマを是正し，適切な援助要請を促進するために，MHLが重要と
考える。MHL はJorm et al（1997）による概念であり，精神疾患に関する知識や信念を意味し，
「疾患を同定する能力」「原因に関する知識と信念」「セルフヘルプに関する知識と信念」「専門的
支援に関する知識と信念」「援助要請に関する態度」「精神的健康についての情報の入手方法に関
する知識」の要素から構成されており（Jorm,2000），自己肯定感との関連も指摘されている（Link 
et al.,2001）。精神疾患や支援方略に関する正しい知識を習得することで，スティグマが解消され，
援助要請への抵抗が軽減されることが期待される。
　本研究では，MHLの持ち方が援助要請行動にどのように影響しているのか，MHLと自己肯定
感および専門家への援助要請態度との関係性について明らかにすることを目的とする。手法とし
ては，ビニエット（想定事例）を用い，ビニエット事例への評価をMHLの度合いとみなす。ビ
ニエット（想定事例）を用いての大学生の援助要請とMHLを調査した研究は筆者の知るかぎり
では，見いだせなかったが，ビニエットを提示することで，当事者性をもち，より身近なことと
して自分に引き寄せた回答を得ること，大学生の具体的な対処方略を得ることが期待される。
Ⅱ．方法
１．対象者
　後述する質問紙に回答した，大学生男女179名のうち，データに欠損値があるものを除いた
163名（男性67名，女性94名，平均年齢19.6歳，SD= 1.86）を分析の対象とした。
２．手続き
　2018年9月〜12月までの間に，質問紙調査を実施した。筆者と研究協力者の担当講義の前後
の時間にて，予め，研究調査についての説明を文書と口頭において説明した。その際，プライバシー
の保護の確約と，無記名調査であること，また調査協力は任意であり，協力の有無によって成績
には一切影響しないことを伝えた。質問紙への回答をもって研究協力への同意とした。得られた
データはSPSS Statics 25.0，js-STAR version 9.7.0j（田中・中野,2019）及び，G*Power （Heinrich 
-Heine Universität,2007）を用いて，統計学的分析を行った。尚，調査実施にあたっては，札幌
学院大学大学院臨床心理学研究科研究倫理審査委員会の承認を受けた（臨1703）。
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３．質問紙の構成
　質問紙は，以下の構成とした。①ビニエットを用いたスティグマについての研究の中でも，
15ヵ国の国際比較研究用として，望月ら（2008）の研究で使用されたInternational Mental 
Health Stigma Study日本語版のうつ病事例とMHLに関する質問項目を参照し，筆者の学生相
談活動での自験例を基に，大学生によくみられる抑うつ気分，意欲・集中力低下，睡眠障害を伴
ううつ病事例（Ａさん）をビニエット（図１）として提示し，ＭＨＬについて，質問１「Ａさん
の状態の深刻さ」質問２「人生によくある浮き沈みの可能性」質問３「身体疾患の可能性」質問
４「精神疾患の可能性」質問５「相談や治療で治る可能性」質問６「自然によくなる可能性」の
６項目４件法での回答選択肢とした。②質問７「Ａさんにとっての適切な対処法」を斉藤ら（2016）
で得られた大学生で使われるコーピングスタイルを用いた回答選択肢ｉ）専門家への援助要請
（「カウンセリングを受ける」「病院に行く」「電話相談をする」），ⅱ）専門家以外への援助要請（「家
族に話をする」「友達に話す」「大学の先生か職員に話す」），ⅲ）対人援助要請以外の問題解決行
動（「原因について考える」「解決方法を探す」），ⅳ）気晴らし対処（「カラオケに行く」「スポー
ツをする」「好きなものを食べる」「旅にでる」，ⅴ）消極的対処（「このまま自然に元気になるの
を待つ」「何も考えないようにする」），ⅵ）その他　とし，15項目からの多重回答とした。③質
問８「自分がＡさんだったらどうするか」の自由記述　④質問９「あなたと仲の良い友達がＡさ
んのような状態だったらどうするか」の自由記述　⑤質問10自己肯定感尺度ver.1（田中, 2005）
９項目４件法，⑥質問11心理専門職への援助要請に対する態度尺度（SASPPH）（大畠他,2010）
を使用し，「専門性に対する信頼と期待」「汚名に対するおそれ」「特殊な状況に対する抵抗感」「心
理的援助に対する無関心」の４項目４件法での回答を求めた。
Ⅲ．結果
１．援助要請の違いとビニエット事例に対する評価
　ビニエットに描かれている事例Ａさんがとるべき適切な対処法（質問７）への回答について，
Ａさん　大学３年生　一人暮らし
　Ａさんは，ここ数カ月間，なんとなく，気持ちが落ちています。ほんのちょっとしたことでもやり
遂げることが難しく，物事に集中するのが困難です。生活リズムが昼夜逆転し，夕方に起きて，夜は
ネットやゲームをして過ごす毎日を送っています。以前は授業には出なくても，サークルには出てい
ましたが，この数週間はサークルに出るのもおっくうで，ずっとアパートの部屋にいます。周りの友
達が就職活動を始めていたり，楽しそうな生活をしているのを見るのが嫌で，スマホの電源を切って
います。心配した友達がアパートを訪ねてきましたが，居留守を使いました。親にも誰にもこの状況
を話していません。
図１　ビニエット事例
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専門家への援助要請を対処方略として選択した群（n=140，以下専門家への援助要請有群），専
門家への援助要請を対処方略として選択しなかった群（n=23，以下専門家への援助要請無群）
に分けた。専門家への援助要請無群の中に友達・家族など専門家以外の誰にも援助要請がなかっ
た群（n=5，以下援助要請無群）を含めた。各群における，ビニエット事例に対する回答の結果
と回答の比率をχ２検定によって算出し，残差分析した結果を示した（表1,2,3,4,5,6）。尚，質問
1,4,5については，検定手続き上，回答の「1.全く深刻ではない/全くあり得ない」と「2.あまり
深刻ではない/あまりあり得ない」をまとめて１項目とした。
　ビニエット事例に対する深刻さについての評価は，専門家への援助要請有群では，「とても深刻」
（65.7％），「やや深刻」（34.3％），「あまり深刻ではない」（0％）と評価したのに対して，専門家
への援助要請無群では，「とても深刻」（26.1％），「やや深刻」（60.9％），「あまり深刻ではない」
（13.0％），援助要請無群では，「とても深刻」（20.0％），「やや深刻」（80.0％）であった。専門家
への援助要請有群が専門家への援助要請無群に比べ，有意に深刻であると認知することが示され
た（χ２（2）＝36.906，p<.01, Cramer's V = 0.432）。残差分析の結果，専門家への援助要請有群
が専門家への援助要請無群に比べ，「全く/あまり深刻ではない」と答えず，「やや深刻」「とて
も深刻」と多く答えていた。（表１）。
　ビニエット事例が「よくある浮き沈み」である可能性についての評価は，専門家への援助要請
有群では，「大いにあり得る」（5.7％），「まああり得る」（62.9％），「あまりあり得ない」（27.0％），
「全くあり得ない」（2.9％）と評価したのに対して，専門家への援助要請無群では，「大いにあり
得る」（8.7％），「まああり得る」（73.9％），「あまりあり得ない」（17.4％），「全くあり得ない」（0％），
援助要請無群では，「大いにあり得る」（0％），「まああり得る」（100.0％），「あまりあり得ない」
「全くあり得ない」（0％）であった。専門家への援助要請有群は無群に比べ，「あまりあり得ない」
と回答しているが，効果量も小さかった（χ２（2）＝6.273，p<.10, Cramer's V = 0.179）（表２）。
　ビニエット事例が「身体的な病気の可能性」についての評価は，専門家への援助要請有群では，
「大いにあり得る」（4.3％），「まああり得る」（52.8％），「あまりあり得ない」（41.7％），「全くあ
り得ない」（1.2％）と評価したのに対して，専門家への援助要請無群では，「大いにあり得る」（0％），
「まああり得る」（39.1％），「あまりあり得ない」（60.9％），「全くあり得ない」（0％），援助要請
無群では，「大いにあり得る」（0％），「まああり得る」（40.0％），「あまりあり得ない」（60.0％）
表１　ビニエットへの回答：事例の深刻さ 人数（比率）
全く/ あまり深刻ではない やや深刻 とても深刻 計
専門家への援助要請無群（n=23） 3（13.0）＊＊ 14（60.9）＊＊ 6（26.1）＊＊ 23（100.0）
援助要請無群（n=5） 0（0.0） 4（80.0） 1（20.0） 5（100.0）
専門家への援助要請有群（n=140） 0（0.0）＊＊ 48（34.3）＊＊ 92（65.7）＊＊ 140（100.0）
計 3（1.8） 62（38.0） 98（60.1） 163（100.0）
＊＊p<.01（χ2検定が統計的に有意で、調整済み残差分析で、期待値より有意に数値が小さい場合は一重下線、大きい場合は二重下線で記す。
以下同様）
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「全くあり得ない」（0％）であった。専門家への援助要請無群は有群よりも「あまりあり得ない」
とし，有群は無群よりも「まああり得る」「大いにあり得る」と回答し，「身体的な病気の可能性」
もあり得ると認知しているおり，統計的な差はわずかに示唆された（χ２（2）＝10.427，p <.05, 
Cramer's V = 0.230）（表３）。
　ビニエット事例が「精神的な病気の可能性」についての評価は，専門家への援助要請有群で
は，「大いにあり得る」（50.0％），「まああり得る」（49.3％），「あまりあり得ない」（0.7％），「全
くあり得ない」（0％）と評価したのに対して，専門家への援助要請無群では，「大いにあり得る」
（13.0％），「まああり得る」（60.9％），「あまりあり得ない」（26.1％），「全くあり得ない」（0％），
援助要請無群では，「大いにあり得る」（20.0％），「まああり得る」（60.0％），「あまりあり得な
い」（20.0％）「全くあり得ない」（0％）であった。専門家への援助要請有群が専門家への援助要
請無群に比べ，明らかに有意に精神的な病気の可能性があると認知することが示された（χ２（2）
＝48.840，p<.01, Cramer's V = 0.497）。残差分析の結果，専門家への援助要請有群は無群より
も「大いにありえる」と回答していた（表４）。
表２　ビニエットへの回答：よくある浮き沈み 人数（比率）
全くあり得ない あまりあり得ない まああり得る 大いにあり得る 計
専門家への援助要請無群（n=23） 0（0.0） 4（17.4）† 17（73.9） 2（8.7） 23（100.0）
援助要請無群（n=5） 0（0.0） 0（0.0） 5（100.0） 0（0.0） 5（100.0）
専門家への援助要請有群（n=140） 4（2.9） 40（28.6）† 88（62.9） 8（5.7） 140（100.0）
計 4（2.5） 44（27.0） 105（64.4） 10（6.1） 163（100.0）
†p<0.1
表３　ビニエットへの回答：身体的な病気の可能性 人数（比率）
全くあり得ない あまりあり得ない まああり得る 大いにあり得る 計
専門家への援助要請無群（n=23） 0（0.0） 14（60.9）＊＊ 9（39.1）† 0（0.0）＊ 23（100.0）
援助要請無群（n=5） 0（0.0） 3（60.0） 2（40.0） 0（0.0） 5（100.0）
専門家への援助要請有群（n=140） 2（1.2） 54（41.7）＊＊ 77（52.8）† 7（4.3）＊ 140（100.0）
計 2（1.2） 68（41.7） 86（52.8） 7（4.3） 163（100.0）
†p<0.1,＊ p<.05,＊＊p<.01
表４　ビニエットへの回答：精神疾患の可能性 人数（比率）
全く/ あまりあり得ない まああり得る 大いにあり得る 計
専門家への援助要請無群（n=23） 6（26.1）＊＊ 14（60.9） 3（13.0）＊＊ 23（100.0）
援助要請無群（n=5） 1（20.0） 3（60.0） 1（20.0） 5（100.0）
専門家への援助要請有群（n=140） 1（0.7）＊＊ 69（49.3） 70（50.0）＊＊ 140（100.0）
計 8（4.9） 83（50.9） 74（45.4） 163（100.0）
＊＊p<.01
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　ビニエット事例が「相談や治療で良くなる可能性」についての評価は，専門家への援助要請有
群では，「大いにあり得る」（47.9％），「まああり得る」（49.3％），「あまりあり得ない」（2.9％），
「全くあり得ない」（0％）と評価したのに対して，専門家への援助要請無群では，「大いにあり
得る」（13.0％），「まああり得る」（87.0％），「あまりあり得ない」「全くあり得ない」（0％），援
助要請無群では，「大いにあり得る」（0％），「まああり得る」（100.0％），「あまりあり得ない」
「全くあり得ない」（0％）であった。専門家への援助要請有群が専門家への援助要請無群に比べ，
有意に相談や治療で良くなる可能性があると認知することが示された（χ２（2）＝31.867，p <.01, 
Cramer's V = 0.401）。また，残差分析の結果，専門家への援助要請有群は無群に比べて，「まあ
あり得る」「大いにあり得る」と回答した割合が高かった（表５）。
　ビニエット事例が「自然に良くなる可能性」についての評価は，専門家への援助要請有群で
は，「大いにあり得る」（1.4％），「まああり得る」（20.0％），「あまりあり得ない」（72.1％），「全
くあり得ない」（6.4％）と評価したのに対して，専門家への援助要請無群では，「大いにあり得る」
（0％），「まああり得る」（56.5％），「あまりあり得ない」（34.8％），「全くあり得ない」（4.3％），
援助要請無群では，「大いにあり得る」（0％），「まああり得る」（80.0％），「あまりあり得ない」
（20.0％）「全くあり得ない」（0％）であった。専門家への援助要請無群が専門家への援助要請
有群に比べ，有意に自然に良くなる可能性があると認知することが示された（χ２（2）＝32.871，
p<.01, Cramer's V = 0.408）。専門家への援助要請有群は，無群に比べて「あまりあり得ない」
と回答し，無群は有群に比べて「まああり得る」と回答していた（表６）。
表６　ビニエットへの回答：自然回復の可能性 人数（比率）
全くあり得ない あまりあり得ない まああり得る 大いにあり得る 計
専門家への援助要請無群（n=23） 1（4.3） 8（34.8）＊＊ 13（56.5）＊＊ 1（4.3） 23（100.0）
援助要請無群（n=5） 0（0） 1（20.0） 4（80.0） 0（0） 5（100.0）
専門家への援助要請有群（n=140） 9（6.4） 101（72.1）＊＊ 28（20.0）＊＊ 2（1.4） 140（100.0）
計 10（6.1） 109（66.9） 41（25.2） 3（1.8） 163（100.0）
＊＊p<.01
表５　ビニエットへの回答：相談による治癒可能性 人数（比率）
全く/ あまりあり得ない まああり得る 大いにあり得る 計
専門家への援助要請無群（n=23） 0（0.0） 20（87.0）＊＊ 3（13.0）＊＊ 23（100.0）
援助要請無群（n=5） 0（0.0） 5（100.0） 0（0.0） 5（100.0）
専門家への援助要請有群（n=140） 4（2.9） 69（49.3）＊＊ 67（47.9）＊＊ 140（100.0）
計 4（2.5） 89（54.6） 70（42.9） 163（100.0）
＊＊p<.01
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２．自己肯定感及び援助要請態度
　MHLと自己肯定感，専門家への援助要請態度との関係を検討するにあたり，MHLに関わる
６項目の質問の回答を合計したものをリテラシー得点として算出した。これと，自己肯定感尺度
得点（田中, 2005）ならびに心理専門職への援助要請に対する態度尺度（SASPPH）（大畠他,2010）
の「専門性に対する信頼と期待」「汚名に対するおそれ」「特殊な状況に対する抵抗感」「心理的
援助に対する無関心」の４項目の得点からPearsonの相関係数を算出した（表７）。その結果，
リテラシー得点と自己肯定感および専門家への援助要請態度との相関は見られなかった。自己肯
定感と「専門性に対する信頼と期待」には弱い正の相関，「汚名に対するおそれ」「特殊な状況に
対する抵抗感」には弱い負の相関がみられた。「専門家への期待と信頼」と「心理援助に対する
無関心」とに弱い負の相関がみられた。「汚名に対するおそれ」と「特殊な状況に対する抵抗感」
に中程度の正の相関，「心理的援助に対する無関心」は弱い正の相関がみられた。「特殊な状況に
対する抵抗感」と「心理的援助に対する無関心」には中程度の正の相関がみられた。
　専門家への援助要請有群と専門家への援助要請無群の２群と自己肯定感尺度得点ならびに心理
専門職への援助要請に対する態度尺度（SASPPH）（大畠他,2010）の４項目ついて対応のない
平均値の差の比較（ｔ検定）を用いて算出した。その結果，専門家への援助要請の有無によって，
自己肯定感の統計的な差は確認されなかった。（t（161）=0.68, ES:ｄ =0.16,1-β=0.11）（表８）。
援助要請態度尺度の「専門性に対する信頼と期待」（t（161）=2.17, ES:ｄ =0.42,1-β=0.47）「汚
名に対するおそれ」（t（161）=0.27, ES:ｄ =0.39,1-β=0.41）「特殊な状況に対する抵抗感」（t（161）
=1.44, ES:ｄ =0.30,1-β=0.26）「心理的援助に対する無関心」（t（161）=1.33, ES:ｄ =0.16,1-β
=0.26）においても両群の差異はなかった（表９）。
表７　リテラシー，自己肯定感，SASPPHの相関係数
リテラシー 自己肯定感 専門家への期待と信頼
汚名に対する
おそれ
特殊な状況に
対する抵抗感
心理援助に
対する無関心 Mean SD
リテラシー — .05 .13 .11 − .02 − .02 17.14 1.44
自己肯定感 — .350** − .213** − .226** − .14 23.74 5.52
専門家への期待と信頼 — − .06 − .178* − .400** 33.51 5.40
汚名に対するおそれ — .567** .278** 11.44 3.30
特殊な状況に対する抵抗感 — .545** 11.93 3.39
心理援助に対する無関心 — 8.22 3.02
＊p<.05,＊＊p<.01
表８　専門家への援助要請の有無と自己肯定感尺度得点
援助要請無群（n=23） 援助要請有群（n=140）
Mean SD Mean SD ｐ ES d
自己肯定感尺度得点 22.87 6.36 23.83 5.41 0.500 0.16
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３．当事者としての対処
　ビニエット事例を自分が当事者の立場として想定した場合，どう対処するかについての自由記
述回答をKJ法（川喜田,1967）を援用し分類を行った。カード化の結果，180のラベルが得られ，
分類の上，33の記述項目が生成され，それらは，８分類として集約され，最終的には３群とし
てまとめられた。これらを専門家へ援助要請の有無の２群に分けて示した（表10）。尚，文中で
表９　専門家への援助要請有無と心理専門職への援助要請態度
援助要請無群（n=23） 援助要請有群（n=140）
Mean SD Mean SD ｐ ES d
専門家への信頼と期待 31.65 4.75 33.82 5.46 0.056 0.42
汚名に対する恐れ 11.61 3.14 11.41 3.33 0.787 0.39
特殊な状況への抵抗感 12.74 2.80 11.80 3.46 0.159 0.30
心理援助に対する無関心  8.96 2.87  8.09 3.03 0.194 0.29
表10　自分がビニエット事例である場合を想定した際の対応の分類
群 分類 記述例 専門家援助要請有群 専門家援助要請無群
援助要請行動
専門家以外への援助要請 家族・親に話す 24 1
友人に話す 18 1
教職員に話す 2
信頼できる人に相談 5 1
誰かに話す 9 3
身近ではない人に話す 5
専門家への援助要請 カウンセラーに相談 13
つながりを求める サークルに行く 1
SNS で似た人を探す 1
問題解決行動
思考 SNS で解決方法を調べる 3
とことん考える 2 1
スモールステップの目標設定 3 1
行動 外出 16 2
美味しいものを食べる 2
バイトを始める 1
運動をする 1
遊ぶ 1 1
片づけをする 2
空気を入れ替える 1
旅にでる 3 2
学校に行く 2
日記を書く 1
生活習慣 生活リズムを整える 9 2
日光浴 1
たくさん寝る 3
入浴 3
回避行動
積極的回避 学校に行かない 2
好きなことだけする 13
気分転換 2 1
スマホをやめる 1
嫌な人と関わらない 1
消極的回避 何もしない 11
気づかれるのを待つ 4 3
165 20
 表中の数字は分類されたカード数
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＜　＞が分類，【　】が群を表す。
　【援助要請行動】は＜専門家への援助要請＞＜専門家以外への援助要請＞，直接的な援助要請
行動ではないが，援助要請を目的としたものとした＜つながりを求める＞の３つの分類から構成
された。また，【問題解決行動】は＜思考＞＜行動＞＜生活習慣＞の３つの分類から構成された。
【回避行動】は＜積極的回避＞と＜消極的回避＞から構成された。
４．友人への対応
　ビニエット事例が仲の良い友人である場合，どう対処するかについての自由記述回答を当事者
としての対応の分析と同様の手法で分類した。カード化の結果，164のラベルが得られ，分類の上，
17の記述項目が生成され，それらは，２の分類として集約され，最終的には２群としてまとめ
られた。これらを専門家へ援助要請の有無の２群に分けて示した（表11）。
　【援助行動】は＜直接援助＞＜間接援助＞の２つの分類から構成された。また，【援助行動以外】
は１つの分類となった。
Ⅳ．考察
１．ビニエット事例に対する評価とMHL
　本研究の目的はビニエット事例を用いて，大学生のMHLと援助要請行動の関連を明らかにす
ることであった。ここでは，援助要請行動の違いによって，ビニエット事例に対する評価に差が
あるのか考察する。ビニエット事例はうつ病事例であるので，MHLを備えていれば，精神的な
表11　自分の友人がビニエット事例だと想定した場合の対応
群 分類 記述例 専門家援助要請有群 専門家援助要請無群
援助行動
直接援助 連絡をとる・話を聞く 48 8
家に行く 31 2
手紙を書く 8
連れ出す 17
専門家への相談を勧める 8
一緒に過ごす 3 3
自分が相談する 1
ほめる 1
連絡をほしいと伝える 3
心配していることを伝える 2
味方であると伝える 1
間接援助 先生に相談 7
親に相談 7
カウンセラーに相談 6
友人の親に相談 1
誰かに相談 1
援助行動以外 そっとしておく 6
145 19
 表中の数字は分類されたカード数
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病気の可能性を考え，身体的な病気の可能性も少し考え，自然に治らない可能性があり，深刻な
状況であると判断し，専門家への援助要請が選択されることが想定される。本研究では，提示し
たビニエットに精神疾患名は明記していないが，90％以上の者が「やや深刻」な状態で「精神的
な病気」の可能性があると評価していた。これは望月ら（2008）が日本人1800人に実施した調
査とは年齢幅が違うが，ほぼ同様の結果である。このことから，本調査対象者の大学生は，ある
程度，MHLの「疾患を同定する能力」をもっていると考えられる。その中で，専門家への援助
要請を選択した者は，専門家への援助要請を選択しなかった者と比べて，ビニエット事例を「と
ても深刻」で「自然によくなる可能性はあまりあり得なく」「精神的な病気の可能性がある」「身
体的な病気の可能性もあり得る」と評価していることが明らかになった。深刻度を重く評価する
ほど，学内学生相談機関への援助要請行動を検討するとした木村（2018）の結果とも一致する。
また，状態像への適切な評価だけではなく，「自然に回復する可能性はあり得なく」「相談や治療
で良くなる可能性もあり得る」と認知していることも専門家への援助要請行動に結びつくことが
明らかになった。高野ら（2006）は，学生相談室利用を検討する際に学生が求める情報の一つ
に相談の効果を挙げた。深刻な事態だとわかっていても，相談によって良くなる可能性を感じな
ければ，実際の援助要請行動には結びつかないであろう。今回，MHLの程度と心理専門職への
信頼と期待には相関が見いだせなかったので，「相談や治療で良くなる可能性もあり得る」と認
知できる背景には，専門職への信頼や期待ではなく，別の要因が関与しているかもしれないが，
これを明らかにするのは今後の課題である。また，精神的な病気の可能性も感じ，自然によくな
る可能性もあり得ないと思い，相談で良くなる可能性もわかっていながらも専門家への援助要請
行動に結びつかない者へのアプロ—チの検討は引き続き残されている。
　以上のことより，専門家への援助要請行動が適切にとれるためには，疾病同定まではいかなく
ても自然になおることは見込みづらいという状態の評価ができるメンタルヘルスについての教育
と合わせて，相談などの援助要請行動は良い方向に向かうことを具体的な例で示していくことが
必要であると示唆された。
２．自己肯定感と専門家への援助要請態度
　MHLと自己肯定感ならびに専門家への援助要請態度には関連性が見いだせなかった。本研究
で算出したリテラシー得点は，MHLの中でも，疾病同定と援助要請の結果の肯定的可能性に関
与するものに限定されていたため，改めて検討する必要がある。
　他者に援助を要請する行為は自分のうまくいかなさを晒す自己脅威的な側面をもつため，自尊
感情の低さは援助要請の非促進要因になりえる（脇本,2008）。一方で自尊感情と近似する自己肯
定感が高い人ほど，MHLに関する知識を得ることで，援助要請行動が促進されたことより（斉
藤・齋藤,2019），本研究では，自己肯定感と援助要請行動に関連があるとする仮説検証を行った
が，専門家への援助要請行動を選択した人としない人では，自己肯定感においても専門家への援
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助要請態度にも違いがないことが示された。自尊感情と専門家への援助要請行動については，研
究者によって，相反する研究結果が得られている（永井,2010）ため，更なる検証が必要である。
　自己肯定感と専門家への援助要請態度については，自己肯定感が高いと専門家への信頼と期待
も高く，汚名に対するおそれや特殊な状況に対する抵抗感が低くなるという可能性が示唆された。
自己肯定感が高く精神的に健康な学生ほど援助要請に対して肯定的な態度を持つことが様々な研
究で得られており（e.g.,Calhoun&Selby,1994），これを支持する結果となった。
３．ビニエット事例に対する対処法
　ビニエット事例が自分だと想定した場合の対処法については，専門家への援助要請が有る者で
は，「家族・親に話す」が一番多く，次いで「友人に話す」であった。これは田中（2014），木村（2018）
の研究とも一致し，専門部署に相談に行くより，身近な人への相談が選択されやすいことが明ら
かになった。ビニエット事例では，専門家への援助要請を選択した者も自分の立場となると，専
門家への援助要請よりも身近な人への相談が選択されるのかもしれない。一方で，身近な人より
も現在の生活に関わらない「身近ではない人に話す」と回答した者もいた。
　援助要請行動以外の対処法では，「外出」に次いで，ストレスとなっている刺激を避けて「好
きなことだけをする」積極的な回避行動と「何もしない」消極的回避行動がともに多かった。こ
れに対して，専門家への援助要請が無い者は，家族・親，友人に話す者よりも「誰かに話す」と
特定されなかった。決定的な相談対象者が思い浮かばないことが考えられる。また，「気づかれ
るのを待つ」という者の割合が多かったことより，ビニエット事例への対処法では，専門家以外
の人への援助要請を選択できるが，いざ自分だと想定した場合には，具体的に家族や友人に話す
という対処法に結びつかず，自分から求めるよりも，誰かが気づいてくれるのを待つという受身
的な対処をとる可能性も示唆された。統計的な検証に至っていないので，確定的なことは言及で
きないが，ビニエット事例への対処法は架空のことを想像して回答するものであり，推奨される
と思われる対処法を回答する可能性もあるが，当事者性をもって考えると，現実にとりうる対処
法により近い回答が得られるかもしれない。これは，「いざ，自分が専門家の相談が必要になっ
た場合に，本当に行けるかどうかわからない」と考える者がおり（斉藤他,2016），学生相談部署
への援助要請を必要だと検討しても，実際には利用しない学生が多い（木村,2018）という結果
を支持するものとなった。知識として援助要請が必要だとわかっていることと，当事者として実
際にとる行動との間に乖離があり，これを埋めるためのアプローチの検討が必要である。
　ビニエット事例が友人である場合の対応法については，専門家の援助要請が有る者は，「連絡
をとる・話を聞く」が一番多く，次いで「家にいく」「連れ出す」といった積極的に直接関わる
対応が多かった。直接の被相談行動ではないが，「専門家への相談を勧める」「手紙を書く」も多
かった。間接的な援助として，「先生」「親」「カウンセラー」への相談も見られた。専門家への
援助要請行動の促進は，本人だけではなく，友人など周りの学生を介して，学生相談部署につな
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ぐという方略も現実的に意味のあるものだといえる。
　一方，専門家の援助要請が無い者は，友人への対応の場合も専門家の関与は選択されず，自ら「連
絡をとる・話を聞く」が一番多かった。次いで「そっとしておく」が多かった。これは専門家へ
の援助要請行動が有る者では，全く回答されなかった対応法である。専門家への援助要請をしに
くい者は，他者への援助行動においても行動に移しにくいことが明らかになった。
Ⅴ．まとめ
　本研究では，MHLのうち疾病同定ができ，援助要請行動の肯定的結果が想定されることが専
門家への援助要請行動の促進に関与することが示された。しかし，MHLの知識があっても実際
に行動するかどうかについては差があり，現実に専門家への援助要請行動がとれるための要因の
検討が課題となった。
付記
　本研究はJSPS科研費（17K01777）の助成を受けたものです。調査協力いただいた北海道大学
齋藤暢一朗先生に感謝申し上げます。
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The Influence that Mental Health Literacy Gives
for a Help -Seeking Behaviors to Professional Staff. 
─Using Case Vignette to University Students ─
 Mika SAITO 
Abstract
　　The purpose of this study is to examine how university students' Mental Health 
Literacy （MHL） influences their Help-Seeking Behaviors. The investigation method 
showed Case Vignette （fictional case） to 163 university students and conducted a 
questionnaire consisting MHL, the actions to be taken to the Vignette, the actions to 
be taken that assumed the case that was themselves or their friend, self-positivity, a 
scale of attitudes toward seeking professional psychological help. By using vignettes, 
I aimed to image specific situations, make it easier to answer as they are, and aim to 
know realistic coping strategies that university students consider. It was suggested 
that it is possible to recognize the severity of the condition and the possibility of 
mental illness among MHL, and it is clear that the positive result of the Help-Seeking 
Behaviors is assumed to be involved in the promotion of the Help-Seeking Behaviors 
for experts. When assuming the case of themselves, it was shown to select a request 
for assistance to a family or friend who is more familiar than an expert.
Keywords:Help -Seeking Behaviors, Mental Literacy, Vignette, Student Counseling
 （さいとう　みか　札幌学院大学心理学部　臨床心理学科）
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